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6  事業効果の分析 

 

6-1 費用便益分析 

（１）費用便益分析の方法 

① 費用便益分析について 

 費用便益分析は、「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル（2012 年改定版）」（国土交通

省鉄道局、2012 年 7 月）に基づいて行う。 

 費用便益分析は、事業実施によって発現する多種多様な効果のうち、貨幣換算の手法が

比較的確立されている効果を対象に便益を計測した上で、事業における建設投資額等の費

用と比較するものであり、費用便益比、純現在価値、経済的内部収益率の３つの指標によ

り、社会的な視点からの事業効率性を評価するものである。 

 

資料６ 
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② 便益の計測 

（a）便益計測の基本的な考え方 

 鉄道整備による多様な効果・影響を分類し、貨幣換算手法がほぼ確立されている効果に

ついて、重複がないように便益として計上する。 

 便益とは、事業を実施した場合（ｗｉｔｈ）と実施しない場合(ｗｉｔｈｏｕｔ)の比較

により計測されるものであり、事業実施前（ｂｅｆｏｒｅ）と実施後(ａｆｔｅｒ)を比較

するものではない。 

 計上に当たっては、効果・影響が及ぶ範囲を全て対象とすることが基本であるが、具体

的な計上範囲は、信頼できるデータのもとで分析が可能で、かつ過大評価とならない範囲

で設定する。 

 

（b）便益の種類と計測する便益 

●費用便益分析で対象とする効果 

 費用便益分析で対象とする効果は、実務的にみて「貨幣換算手法がほぼ確立されている

効果」と「貨幣換算が現時点では困難な効果」とに分類することができる。 

 マニュアルにおいては、表に示す◎と○のような効果を「貨幣換算手法がほぼ確立され

ている効果」と考え、これらの効果を分析対象としている。すなわち、利用者便益、供給

者便益、環境等改善便益を個別に計測し、合算することを基本とする。 

 また、各便益項目の内容についても以降に示す。 
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表 6-1 費用便益分析で対象とする効果 

効果・影響の

区分 

便 益 区

分 

主たる効果項目（例） 費用便益分析での取扱

い 

ﾏﾆｭｱﾙ 今回(案) 

利用者への

効果・影響 

利 用 者

便益 

・総所要時間の短縮 ◎ ◎ 

・交通費用の減少 ◎ ◎ 

・乗換利便性の向上 ○ ◎ 

・車両内混雑の緩和 ○ ◎ 

・運行頻度の増加 ○ ◎ 

・駅アクセス・イグレス時間の短縮 ○ ◎ 

・輸送障害による遅延の軽減 ○ × 

供給者への

効果・影響 

供 給 者

便益 

・当該事業者収益の改善 ◎ ◎ 

・競合・補完鉄道路線収益の改善 ○ ◎ 

社会全体へ

の効果・影響 

環 境 等

改 善 便

益 

・地球的環境の改善（ＣＯ２排出量の削減） ○ ◎ 

・局所的環境の改善（ＮＯＸ排出量の削減） 

・    同    （道路・鉄道騒音改善） 

○ 

○ 

◎ 

× 

・道路交通事故の減少 ○ ◎ 

・道路混雑の緩和 ○ ◎ 

存 在 効

果 

鉄道が存在することによる安心感、満足感 △ × 

◎：計測すべき効果 

○：事業特性を踏まえ、必要に応じて便益として計上可能な効果 

△：事業特性を踏まえ、必要に応じて便益として計上可能だが、計上に当たり特に注意が必要な

効果 

 

 

●利用者便益 

 利用者便益の計測項目は、現時点で学術的に貨幣換算が可能な項目である総所要時間の

短縮便益、交通費用減少便益、乗換利便性向上便益、車両内混雑緩和便益、運行頻度増加

便益とする。 

 これらは、いずれも事業を実施した場合（ｗｉｔｈ）と実施しない場合(ｗｉｔｈｏｕｔ)

との交通サービスの変化により発現するものである。 
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●供給者便益 

 鉄道の整備事業においては、利用者負担を前提とした整備財源の確保、利用料の一部に

よる投資額の償還を考慮した運賃・料金設定がなされている。したがって、利用者の負担

額（運賃・料金）から、運営費、維持修繕費を除いたものが償還額等に相当し、これを供

給者便益として計上する。 

 供給者便益は、事業を実施した場合（ｗｉｔｈ）と実施しない場合(ｗｉｔｈｏｕｔ)と

の交通サービス供給者の利益の差として計測される。 

 

●環境等改善便益 

 環境等改善便益は、事業を実施した場合（ｗｉｔｈ）と実施しない場合(ｗｉｔｈｏｕｔ)

との環境等に与える影響の差を貨幣換算することよって計測される。 

 計測項目は、地球的環境改善便益（ＣＯ２排出量の削減）、局所的環境改善便益（ＮＯＸ排

出、騒音の改善）、道路交通事故減少便益、道路混雑緩和便益とする。 

 

●存在効果 

 存在効果とは、鉄道が存在することによる安心感、満足感である。存在効果については、

対象事業にとって非常に重要な効果である場合で、かつ、他の便益との重複がないように

計測できる場合のみ分析対象としてよいが、計上に当たり特に注意が必要であり、本検討

では計測の対象外としている。 

 

●その他の効果 

 以上のほかにも、例えば、地域経済効果として、特に大規模な鉄道整備事業では、事業

対象地域にとっての評価において重要な効果である。しかしながら、通常、地域経済効果

は利用者への効果が波及して発現するものであるため、利用者便益と重複して計上しては

ならない。 

 これら以外にも、高齢者の外出機会の増加による健康増進効果等のように、マニュアル

の中で便益計測手法が示されない効果が存在するが、その効果のみを貨幣換算値として計

測できる手法が整備され、他の便益との重複計上が避けられれば、マニュアルによって算

出される便益と合算が考えられるが、本検討では、基本的には考慮しないものとする。 
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③ 費用便益分析 

 費用便益分析の指標としては、費用便益比、純現在価値、経済的内部収益率の３つの指

標があり、基本的にはこれら３つの指標を併記して行うものとする。 

 なお、これらのうち、費用便益比、純現在価値については、社会的割引率の設定により、

値が変動する点に注意が必要である。 

 

●費用便益比 

 費用便益比（ＣＢＲ：Cost-Benefit Ratio）は次の式によって算出する。 

ＣＢＲ＝Ｂ／Ｃ 

 ここで、 

Ｂ ：総便益[円] 社会的割引率により現在価値化した各年度の便益の合計 

Ｃ ：総費用[円] 社会的割引率により現在価値化した各年度の費用の合計 

である。 

 費用便益比は、費用に対する便益の相対的な大きさを比で表すものであり、この数値が

大きいほど社会的に見て効率的な事業と評価することができる。 

 

●純現在価値 

 純現在価値(ＮＰＶ：Net Present Value)は次の式によって算出する。 

ＮＰＶ＝Ｂ－Ｃ 

 ここで、Ｂ とＣ は上記と同様である。 

 純現在価値は、便益から費用を差し引いたものであり、この数値が大きいほど、社会的

に見て効率的な事業と評価することができる。 

 

●経済的内部収益率 

 経済的内部収益率(ＥＩＲＲ：Economic Internal Rate of Return)は次の式によって算

出する。 

ＥＩＲＲ＝ 純現在価値ＮＰＶが０となる利率ｉ 

 経済的内部収益率は、「投資した資本を計算期間内で生じる便益で逐次返済する場合に返

済利率がどの程度までなら計算期間末において収支が見合うか」を考えたときの収支が見

合う限度の利率のことで、その概念図が次図である。この数値が大きいほど社会的に見て

効率的な事業と見なすことができる。 
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図 6-１ 経済的内部収益率と純現在価値との関係 
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（２）費用便益分析のケース設定 

① ケース設定の考え方 

 ケース設定の考え方は、収支採算性の場合と同様に考える。ただし、費用便益分析にお

ける費用は、事業者が負担する費用のみを対象とする収支採算性分析とは異なり、社会的

に必要とする費用全体を考慮するため、収支算定条件による費用便益分析結果に与える影

響は同じである。（Ⅰの場合とⅡの場合の費用便益分析結果は同じとなる） 

 

【輸送需要】 

  ・基 本 ケ ー ス：需要予測に基づく（事業化を見据えた需要の考え方） 

  ・感度分析ケース：予測年次（平成 42 年度）で一定 

 

【収支算定】 

  ・基 本 ケ ー ス：現行の補助スキームに基づく 

（営業主体がインフラ部分の資金負担を負う） 

 

  ・感度分析ケース：相当の支援措置を講じる 

（仮に営業主体がインフラ部分の資金負担を負わないとした場合） 

            ＝現行の補助スキームに基づき本来建設主体が負担すべき建設

費を、仮に補助スキーム外の補助金等により負担することで、

結果として運営主体の線路使用料負担を 0とした場合 

 

 Ⅰの場合 Ⅱの場合 Ⅲの場合 

輸送需要 基本ケース 感度分析ケース 

収支算定 基本ケース 感度分析ケース 

 

 

 

【事業化方策】 

① 基本ケース 

② コスト削減ケース 

③ コスト削減＋加算運賃ケース 

④ コスト削減＋需要喚起ケース 

⑤ コスト削減＋追加補助ケース 

 

ただし、費用便益分析では結果は同じ 
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（３）費用便益分析の条件 

① 建設費 

 費用便益分析に用いる建設費は、工事費に関する消費税および建設利息を控除したもの

を用いる。今里～湯里六丁目間において想定する建設費は以下の通りであり、建設費合計

（建設利息・消費税除く）で、公営では約 1,237 億円、民営では約 1,167 億円である。 

 

表 6-2 費用便益分析に用いる建設費（ケースⅠ・Ⅱ－①）（建設利息・消費税除く） 

 工事費 車両費 用地費 建設費合計 

（建設利息・ 

消費税除く） 

建設費合計 

（今里～湯里六） 

 【公営】 

1,191 億円 29 億円 17 億円  

1,237 億円 

建設費合計 

（今里～湯里六） 

 【民営】 

1,121 億円 29 億円 17 億円  

1,167 億円 

 

② 維持改良・再投資費 

 維持改良・再投資費としては、駅務機器・車両を想定する。なお、これらの費用も消費

税を控除したものを用いる。 

 基本ケース（コスト削減なし）において、維持改良・再投資費は、公営・民営ともに、

駅務機器費が約 8億円、車両費が約 12億円である。 

 

表 6-3 維持改良・再投資費（ケースⅠ・Ⅱ－①）（消費税除く） 

 駅務機器費 車両費 

維持改良・再投資費 

（今里～湯里六） 

 【公営】 

775 百万円 

(10 年毎) 

1,428 百万円 

（25 年毎) 

維持改良・再投資費 

（今里～湯里六） 

 【民営】 

775 百万円 

(10 年毎) 

1,428 百万円 

（25 年毎) 
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③ 人件費・経費 

 将来の人件費・経費は、収支計画に基づき、新線部分を抽出して計上する。これらは以

下の通りに想定する。なお、民営の場合には、下記の人件費・経費のほか、収益等に応じ

た諸税・法人税等を計上する。 

 

表 6-4 平成 42 年度時点の人件費・経費および諸税等（消費税除く） 

 人件費 経費 諸税・法人税等 合計 

人件費・経費 

（今里～湯里六） 

 【公営】 

1,135 百万円 

（毎年) 

642 百万円 

（毎年) 

  

1,777 百万円 

人件費・経費 

（今里～湯里六） 

 【民営】 

[２種]1,032 百万円 

[３種]   46 百万円 

[計]1,078 百万円 

（毎年) 

[２種・３種計] 

624 百万円 

（毎年) 

[２種・３種計] 

181 百万円 

 

1,883 百万円 

※数値は平成 42 年度の単年度。収支計画に基づく値を記入しているため、その他の年次は、各年の収益の

決算額に応じて、多少上下する。 
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（４）費用便益分析の結果 

① 計測結果 

 便益は、需要予測を行った平成 42 年度において計測した。その結果は以下のとおり。 

 なお、利用者便益および環境等改善便益については、公営・民営に関しての両者の条件

が大きく異ならないことから、同じ値を用いる。 

 

表 6-5 単年度便益の計測結果（今里～湯里六丁目間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以下では、結果の傾向について示す。 

 

② 利用者便益 

 時間短縮便益は、約 43億円であり、これを年間の延伸部の利用者数で割ると、一人当た

りの短縮時間は約 12 分となる。 

 費用節減便益は、約 7 億円であり、これを年間の延伸部の利用者数で割ると、一人当た

りの節減費用は約 62 円となる。 

 その他の便益は、約 35億円であり、これを年間の延伸部の利用者数で割ると、一人当た

りの換算価格は約 305 円となる。 

 

表 6-6 利用者便益（単年度）とその考察（今里～湯里六丁目間－公営・民営共通） 

便益 年度 単年度便益 備考 

時間短縮便益 H42  4,258 百万円/年 1 人 1回当たり 12分短縮 

費用節減便益 H42    721 百万円/年 1 人 1回当たり 62円節減 

その他の便益 H42  3,535 百万円/年 1 人 1回当たり 305 円相当 

 

単年度便益 単位：百万円

H42
公営 民営

時間短縮便益 4,257.9 4,257.9

費用節減便益 720.5 720.5

乗換利便性向上等便益 3,535.1 3,535.1

車両内混雑緩和便益 24.0 24.0

　利用者便益計 8,537.5 8,537.5

　供給者便益 -1,707.5 -1,326.4

局所的環境改善便益（ＮＯｘ） 1.2 1.2

地球的環境改善便益（ＣＯ２） 1.1 1.1

局所的環境改善便益（騒音） 0.0 0.0

走行時間短縮便益 193.2 193.2

走行経費減少便益 37.0 37.0

交通事故減少便益 30.6 30.6

　環境等改善便益計 263.1 263.1

総便益（Ｂ）（百万円） 7,093.1 7,474.3
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③ 供給者便益 

 今里～湯里六丁目間の整備により、新たに 6.7km の区間の運行に係る人件費・経費がか

かることから、年間約 17～18 億円の営業費が必要となり、供給者便益はマイナスとなる。 

 

表 6-7 供給者便益（今里～湯里六丁目間） 

（単位：百万円／年・いずれの数値も消費税を除く） 

年度 営業収益① 営業費② 合計 

=①-② 競合事業者を含む 

鉄道事業者全体での 

運賃収入の変化 

人件費・経費・ 

諸税・その他 

H42【公営】 11 1,719 -1,707 

H42【民営】 11 1,826 -1,815 

 

 

④ 環境等改善便益 

 環境等改善便益の算定に当たって、自動車利用から鉄道利用へ転換したことによる自動

車交通量の削減量は以下のとおり、一日約 400 台である。 

 また、それに伴う環境負荷の軽減は、以下の通り。 

 

表 6-8 今里～湯里六丁目間整備により削減される自動車交通量と環境負荷軽減（公営・民営共通） 

年度 削減される 

自動車利用 

人数 

削減される 

自動車利用 

人キロ 

削減される 

自動車利用 

台数① 

削減される 

自動車利用 

台キロ② 

平均 

トリップ長 

=②÷① 

NOx 

削減量 

CO2 

削減量 

H42 597 

人/日 

5 

千人 km/日 

433 

台/日 

4 

千台 km/日 

8.54 

km 

0.4 

トン/年 

382 

トン/年 

(CO2 換算値) 
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⑤ 分析結果まとめ 

 今里～湯里六丁目間における費用便益比は、計算期間 30 年で、公営・民営ともに、1.0

を下回る結果となった。 

 

表 6-9 費用便益分析結果（公営Ⅰ－①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-10 費用便益分析結果（民営Ⅰ－①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８号線延伸（湯里延伸） 単位：百万円

開業後 30年間 50年間

時間短縮便益 42,848.3 53,035.0

費用節減便益 7,241.8 8,965.7

乗換利便性向上等便益 35,540.1 43,997.6

車両内混雑緩和便益 269.1 334.3

便益 利用者便益　計 85,899.3 106,332.6

供給者便益 -19,194.7 -23,846.0

環境等改善便益 2,646.8 3,276.4

期末残存価値 6,917.2 1,030.6

総便益（Ｂ） （百万円） 76,268.6 86,793.6

総費用（Ｃ） （百万円） 90,828.0 90,932.9

純現在価値（Ｂ－Ｃ） -14,559.4 -4,139.3

評価指標 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 0.84 0.95

経済的内部収益率 2.96% 3.77%

第８号線延伸（湯里延伸） 単位：百万円

開業後 30年間 50年間

時間短縮便益 42,848.3 53,035.0

費用節減便益 7,241.8 8,965.7

乗換利便性向上等便益 35,540.1 43,997.6

車両内混雑緩和便益 269.1 334.3

便益 利用者便益　計 85,899.3 106,332.6

供給者便益 -20,577.2 -25,731.0

環境等改善便益 2,646.8 3,276.4

期末残存価値 6,917.2 1,030.6

総便益（Ｂ） （百万円） 74,886.1 84,908.5

総費用（Ｃ） （百万円） 85,768.8 85,873.7

純現在価値（Ｂ－Ｃ） -10,882.7 -965.1

評価指標 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 0.87 0.99

経済的内部収益率 3.18% 3.94%
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⑥ 分析結果まとめ 

各ケースの費用便益分析の結果を示す。 

表 6-11 各ケースの費用便益分析結果（その１） 

 

  

 

 

ケースⅠ 

輸送需要：基本ケース 

収支算定：基本ケース 

 

ケースⅡ 

輸送需要：基本ケース 

収支算定：感度分析ケース 

 

 

ケース 公営Ⅰ・Ⅱ－① 公営Ⅰ・Ⅱ－② 

 基本ケース コスト削減 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -146 億円 -41 億円 -75 億円 44 億円 

費用便益費 ０．８４ ０．９５ ０．９２ １．０５ 

経済的内部収益率 2.96％ 3.77％ 3.46％ 4.24％ 

ケース 民営Ⅰ・Ⅱ－① 民営Ⅰ・Ⅱ－② 

 基本ケース コスト削減 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -109 億円 -10 億円 -44 億円 69 億円 

費用便益費 ０．８７ ０．９９ ０．９５ １．０８ 

経済的内部収益率 3.18％ 3.94％ 3.68％ 4.40％ 

ケースⅢ 

輸送需要：感度分析ケース 

収支算定：感度分析ケース 

 

ケース 公営Ⅲ－① 公営Ⅲ－② 

 基本ケース コスト削減 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -84 億円 49 億円 -16 億円 131 億円 

費用便益費 ０．９１ １．０５ ０．９８ １．１５ 

経済的内部収益率 3.42％ 4.26％ 3.89％ 4.68％ 

ケース 民営Ⅲ－① 民営Ⅲ－② 

 基本ケース コスト削減 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -47 億円 81 億円 16 億円 157 億円 

費用便益費 ０．９４ １．０９ １．０２ １．１８ 

経済的内部収益率 3.66％ 4.44％ 4.11％ 4.85％ 
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表 6-12 各ケースの費用便益分析結果（その２） 

 

 

表 6-13 各ケースの費用便益分析結果（その３） 

 

 

 

 

 

ケースⅡ 

輸送需要：基本ケース 

収支算定：感度分析ケース 

ケース 民営Ⅱ－③’ 民営Ⅱ－④’ 民営Ⅱ－⑤’ 

 
コスト削減 

加算運賃 20 円 

コスト削減 

需要 10％増 

コスト削減 

追加補助1.0億円/年 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -49 億円 63 億円 42 億円 176 億円 -46 億円 67 億円 

費用便益費 ０．９４ １．０７ １．０５ １．２１ ０．９５ １．０８ 

経済的内部収益率 3.68％ 4.40％ 4.31％ 4.99％ 3.66％ 4.39％ 

ケースⅠ 

輸送需要：基本ケース 

収支算定：基本ケース 

 

ケース 
参考１- 

民営Ⅰ－② 

参考２- 

民営Ⅰ－② 

 
コスト削減 

杭全まで整備 

コスト削減 

長居まで整備 

計算期間 30 年間 50 年間 30 年間 50 年間 

純現在価値 -15 億円 48 億円 -82 億円 59 億円 

費用便益費 ０．９７ １．１１ ０．９３ １．０５ 

経済的内部収益率 3.79％ 4.51％ 3.51％ 4.27％ 
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6-2 その他の効果 

（１）基本的な考え方 

 地下鉄の整備により発生する効果は、一般的にはフロー効果（施設の建設投資に起因し

て発生する効果）と、ストック効果（供用後に施設が利用されることにより発生する効果、

施設効果）とに分類される。 

 このうち、フロー効果については、地下鉄の整備事業でなく他の建設投資であっても、

建設投資額が同程度であれば概ね同程度の効果が得られる代替的なものであり、事業の効

果を分析するに当たっては、ストック効果のみを対象として分析・評価を行うのが一般的

である。 

 「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012 改訂版」（国土交通省鉄道局）において

は、都市内鉄道の整備による効果の指標例として、次頁のようなものが挙げられている。 

 費用便益分析は、多種多様に発現する効果のうち、貨幣換算の手法が学術的に確立され

ているものを対象として計測し、重複計上とならないように合算して行う分析であり、こ

れらの効果は、便益と重複するものも含まれるが、マニュアルにおいて、効果・影響につ

いては、多様な視点から、分析をすべきものであるとして、費用便益分析の結果との重複

にかかわらず、さまざまな角度からの分析・整理をするものとされている。 
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表 6-14 費用便益分析マニュアルにおける効果・影響の評価例 
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（２）利用者への効果・影響 

① 所要時間の短縮 

 地下鉄第８号線の延伸整備により、沿線間および連絡する関連路線間で、所要時間の短

縮が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 第８号線の延伸による所要時間の短縮例（湯里六丁目周辺→鶴見緑地） 

矢田 湯里六 

未整備時 整備時 

鶴見緑地 鶴見緑地 

近鉄南大阪線 

谷町線 

長堀鶴見緑地線 

42 分 27 分 15 分の短縮 

蒲生四丁目 

今里筋線 阿倍野橋 

天王寺 

谷町六丁目 

長堀鶴見緑地線 

徒歩 
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図 6-3 第８号線の延伸による各駅への短縮時間（起点：杭全駅） 

 



資料 6-19 

 

② 定時性の向上 

 現在、第８号線の延伸部の沿線を南北方向に移動する際に公共交通機関を利用するには、

バスに頼らざるを得ないが、バスの定時運行には、道路交通の状況にも左右される。 

 現在多数の路線バスが走行する第８号線の延伸部の道路では、道路の混雑度が 1.0 を超

えており、混雑時の定時性の確保に難しい状況が考えられることから、第８号線の延伸に

より、定時性の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成基準：下図のバス路線は平成22年時点のもの 

     混雑度は平成22年道路交通センサスによる 

図 6-4 延伸部周辺のバス路線と道路混雑度  

混雑度：1.21 

混雑度：1.07 

混雑度：1.14 
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③ 冗長性（リダンダンシー）の向上 

 地下鉄第８号線の延伸整備により、生野区や東住吉区から、なんば方面へ移動する際に、

事故等によりＪＲ関西本線で運転停止があった場合にも、代替経路が確保される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 ＪＲ関西本線が運行停止した場合の振替輸送の想定例 

事故等による運行 

停止の場合 
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（３）社会全体への効果・影響 

① 地域の活性化 

 地下鉄第８号線の延伸により、既設の今里筋線や他の鉄道路線と有機的なネットワーク

として接続する。第８号線の延伸部の沿線では、これまで天王寺方面（あるいは直通で運

転する難波・梅田方面）のみのアクセスであったが、既設区間（井高野～今里間）と直通

することで、大阪東部地域へのアクセスや、さらに既設区間と接続する路線の沿線地域に

立地する公共施設や商業施設等へのアクセス可能になり、第８号線の延伸部の沿線地域の

ポテンシャル向上に繋がる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 第８号線の延伸による沿線へのアクセス性向上 

第８号線の延伸整備なし 

第８号線の延伸整備あり 
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 平成 23年度に実施した今里筋線の利用者アンケートにおいて、沿線地域の状況の変化に

ついて尋ねた質問に対する回答では、「特に変わりはない」が 32.7％と最も多いが、次いで、

「まちが便利になったという人が増えた」（25.4％）、「マンションや戸建て住宅の広告が増

えた」（22.3％）など、今里筋線の開業により、沿線居住者など利用者が沿線地域への変化

を感じていると考えられるほか、地図や地下鉄の路線図などに、新たに地名が掲載される

ことから、「知名度が高くなった」と言った回答も多く挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 今里筋線の利用者アンケート（今里筋線の開業による沿線地域の変化：平成 23 年実施） 

 

 

 

18.0%

13.1%

22.4%

8.4%

2.6%

25.4%

8.3%

2.1%

32.7%

5.4%

9.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

知名度が高くなった

イメージが良くなった

マンションや戸建て住宅の広告が増えた

お店が増えた

商店街を行きかう人が増えた

まちが便利になったという人が増えた

引っ越してくる人が増えた

自動車が減った

特に変わりはない

その他

無回答

地下鉄今里筋線の開業による沿線地域の状況変化

（N=3,168、複数回答（3つまで））

【その他回答（意見あり）の内訳 

：開業による沿線地域の状況変化】 

回答数

わからない 99

交通環境が変わった（乗継改善、バス本数減
少など）

21

行きかう人が増えた 15
まちの環境が良くなった 7
その他 20
計 162
注．その他･･･通勤が便利になった、放置自転車が増えるなど

環境が悪くなったなど
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② 鉄道利用不便地域の解消 

 生野区は、鉄道利用不便地域になっており、南伸部の整備により鉄道利用不便地域の減

少に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 第８号線の延伸部の整備による鉄道利用不便地域の解消 
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③ 生活利便性の向上 

 第８号線の延伸部の沿線には、大学などの施設が立地するほか、接続する既存区間の沿

線にも、大学や高校など多くの教育施設や、区役所・医療施設等が立地する。さらには接

続する放射状路線の駅周辺には、「鶴見緑地」や「なみはやドーム」など、様々な文化・ス

ポーツ施設も立地している。 

 第８号線の延伸により、今里筋線沿線や接続路線沿線からの、これらの施設へのアクセ

ス性が向上し、生活利便性の向上に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今里筋線沿線および接続する路線の駅周辺にある市庁舎・区役所・三次医療施設を図示 

図 6-9 今里筋線沿線周辺の主な生活施設（市庁舎・病院） 
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※今里筋線沿線および接続する路線の駅周辺にある主な公的の文化施設 

及び今里筋線周辺の商業施設、及び大学・高校を図示 

図 6-10 今里筋沿線周辺の主な生活施設（商業・文化スポーツ施設） 
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④ 沿線人口の増加 

 地下鉄整備により、沿線の人口増加が考えられる。今里筋線の井高野～今里間において

は、同時期に周辺部の人口が減少する中で、沿線では増加の傾向が見られており、延伸部

においても同様に沿線人口の増加の効果が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．大阪市内沿線４区･･･今里筋線沿線の４区（東淀川区、東成区、旭区、城東区） 

  大阪市都心周辺区･･･大阪市沿線４区と大阪市都心６区を除く 14 区 

  大阪市都心６区･････中央区、北区、天王寺区、福島区、西区、浪速区                資料：国勢調査 

図 6-11 人口の増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 6-12 沿線 500ｍ圏内外の人口の増減 

-20 0 20 40 60

大阪市内沿線４区計

大阪市都心周辺区

大阪市都心６区

大阪市計

H12→H17

H17→H22

千人

人口の増減

-4 -2 0 2 4 6

500m圏内

500m圏内以外

千人

H17→H22の人口の増減
（４区計の500m圏の内外内訳）
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⑤ 道路混雑の緩和 

 地下鉄の整備により、自動車から地下鉄への転換が進み、沿線の自動車交通の減少によ

る渋滞軽減などの混雑緩和が期待される。 

 沿線では、今里筋線の杭全以南で混雑度が 1.0 を超えており、これらの路線での混雑緩

和が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H22 年度道路交通センサス 

図 6-13 第８号線の延伸部周辺の道路混雑状況（H22 年時点） 

（混雑度）＝ 

（交通量（台/12h））/(交通容量（台/12ｈ）) 

混雑度

1.00未満

慢性的混雑状態を呈する。

ピーク時間を中心として混雑する時間帯が
加速度的に増加する可能性の高い状態。

道路が混雑する可能性のある時間帯が1～2

時間(ピーク時間)ある

道路が混雑することなく,円滑に走行できる。

1.25～
1.75

1.00～

1.25

交通状況の推定

1.75以上

交通状況イメージ 
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⑥ 環境改善 

 地下鉄の整備により、自動車から地下鉄への転換が期待される。これにより、沿線の自

動車交通の減少によるＣＯ２・ＮＯＸの排出量の削減や、交通事故の減少が期待される。 

 

表 6-15 地下鉄整備による沿線区の施策展開の方向性への効果 

 湯里延伸による削減量 

ＮＯｘ削減量 0.4t/年 

ＣＯ２削減量 382t/年 
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⑦ 地価上昇 

 一般に駅までの都市部の地価と駅までの距離とには、正の関連性があり、すなわち、地

下鉄の整備により駅が出来ることで、沿線の利便性向上が進み、沿線の人口増加や施設立

地が進展するとともに、沿線の地価上昇も期待される。本検討対象の沿線における平成 25

年の公示価格について、主な土地利用である住宅地と商業地について、関係式の分析を行

った。 

 

 

 

 

 

 

図 6-14 分析概要 

（a）住宅地 

 住宅地については、最寄駅までの距離が大きな要素として関係の強さが示されている。 

 

 （H25 公示地価）＝α1+α2×（最寄り駅までの距離）+α3×（他路線の駅までの距離） 

           +α4×（天王寺駅までの距離）+α5×（工業事業所密度） 

 

  

 

 

 

 

 

 

※今里筋線沿線４区の調査地点を対象として集計 

資料：国土数値情報,大阪市工業統計調査 
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図 6-15 実績値と地価モデル式による推計値の関係（住宅地） 

係数 t 値
定数項（α 1） 311478.7 14.1
最寄り駅までの距離（α 2）<m> -38.8 -2.6
他路線の駅までの距離（α 3）<m> -25.3 -2.1
天王寺駅までの距離（α 4）<m> -8.3 -1.6
工業事業所密度（α 5）<箇所/m2> -463.3 -3.0

(n=21)

回帰分析により 

土地用途毎に 

関係を推定 

【各土地の特性】 

・駅までの距離 

・容積率 

・前面道路の幅員 等 

H25 公示価格（地価） 
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係数 t 値
定数項（α 1） -185198.7 -3.0
地積（α 2）<m2> 71.6 5.1
容積率（α 3）<%> 1130.3 8.2
最寄駅までの距離（α 4）<m> -40.6 -2.1
売り場面積の割合（α 5）<%> 48205 2.2

(n=30)

 

（b）商業地 

 

 （H25 公示地価）＝α1+α2×（地積）+α3×（容積率）+α4×（最寄り駅までの距離） 

+α5×（売り場面積の割合） 

 

 

 

 

 

  

※売り場面積の割合＝売り場面積/各区面積として算出 

（H24 経済センサス活動調査結果による） 

※大阪市内（ＪＲ大阪環状線内の区を除く）の調査地点を対象として集計 

資料：国土数値情報 
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図 6-16 実績値と地価モデル式による推計値の関係（商業地） 

 

 

 第８号線の延伸整備により、沿線の地価上昇が上昇することで、沿線の土地保有者の資

産価値の上昇の効果が期待される。さらには、自治体にとっても、都市計画税や固定資産

税などの税収増加の効果が期待される。 
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⑧ まちづくりの活性化 

 生野区などの沿線地域では、地域毎にまちづくり協議会等による地域行事が行われてい

る。しかしながら一方で、沿線地域の人口は減少傾向にあり、超高齢化の進展の危惧され

ており、今後のまちづくり活動への影響も危惧される。 
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資料：（実績）国勢調査、（推計）国立社会保障・人口問題研究所資料 

図 6-17 沿線４区の人口の推移 

 

 地下鉄の整備により、沿線の施設立地や人口増や、交流圏人口の拡大等が期待され、こ

れによりまちづくり活動についても活性化が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-18 まちづくり活動の活性化イメージ 

 

まちづくり活動の 

担い手不足 新たなまちづくり 

の担い手 

地下鉄整備による 

人口増加・交流圏人口の拡大等 

 

沿線 

人口減少 

高齢化 

沿線の活力向上 

負のスパイラル 

沿線活力の低迷 
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（４）地下鉄整備による沿線区の施策展開の方向性への効果 

 地下鉄整備による沿線区の施策展開の方向性への効果は、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-19 地下鉄整備による沿線区の施策展開の方向性への効果 

東成区 

○安全・安心で、いきいきとしたまち 

○区民それぞれが未来に希望を持っているま

ち 

○多様な区民が地域経営や区政に参画し、生き

がいを感じているまち 

○こうしたまちづくりを支え、実現することに

喜びを感じている職員 

生野区 

○安全・安心を実感できるまちづくり 

○魅力あるまちづくり 

○大きな公共を担う活力ある地域社会づくり 

○自律した自治体型の区政運営の仕組みづく

り 

東住吉区 

○将来にわたる安心を確かにする、豊かなコミ

ュニティの形成 

○地域資源を生かした、新たな魅力ある空間の

創出 

○チャンスに、チャレンジして、チェンジする、

区役所づくり 

平野区 

○こどもから高齢者まですべての人と人とがつ

ながり支えあうまちづくり 

○安全安心のまちづくり 

○愛着を持って住み続けられる魅力あるまちづ

くり 

○区民が主体のまちづくり 

○地域に根ざし信頼される区役所づくり 

＜各区の将来像＞ 

①地域の活性化 

②鉄道不便地域の 

 解消 

③生活利便性の 

 向上 ④沿線人口の増加 
⑤道路混雑の緩和 

⑥環境改善 

⑦地価上昇 

⑧まちづくりの 

活性化 

＜社会全体への効果・影響＞ 

生活環境の向上・ 

交通環境の改善 

人口増加・交流圏の

拡大 

活力あるまち 魅力あるまち 
住民がいきいき

としたまち 
安心・安全なまち 

各区の将来像との共通項 

地下鉄整備による目指すべきまち 

※各効果・影響について、主な影響方法を最大２つまで記した 

①～⑥・⑧のいずれにも 

影響（税収増により 

まちづくり財源の拡充等） 


